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第４節 母子家庭の自立支援 
 
 

 １ 母子家庭を取り巻く状況 
 

（１）増加する母子家庭 
国勢調査では母子世帯数（未婚、死別又は離別の女親と、その未婚の20 歳未満の子どものみから成る一

般世帯（他の世帯員のいないもの））は、2005（平成 17）年で 749,048 世帯となっており、2000（平成 12）
年の 625,904 世帯と比べて 19.7％増加している（図表２－４－１）。厚生労働省「全国母子世帯等調査」（2006
（平成 18）年）により、母子世帯となった理由別に見ると、死別世帯が9.7％、生別世帯が 89.6％となって
いる。1983（昭和 58）年には、死別が 36.1％、生別が 63.9％となっており、生別世帯が増加している。 

また、母子家庭の増加により、児童扶養手当の受給者数も増加しており、1998（平成 10）年度末は 625,127
人、2007（平成 19）年度には 955,941 人となっている（図表２－４－２）。 

我が国の年間離婚件数は、1964（昭和 39）年以降毎年増加し、1983 年を頂点としていったん減少したが、
1991（平成３）年から再び増加し、2002（平成 14）年には約 289,836 組となり、過去最高となったが、2003
（平成 15）年以降は再び減少に転じ、2008（平成 20）年（概数）についても 251,147 組で前年より 3,685
組減少している（厚生労働省「人口動態統計」）。 

 

 
 



第
２
章 

 

厚生労働白書 21 62

 
 

（２）母子家庭の収入の状況等 
厚生労働省「平成 20 年国民生活基礎調査」によると、母子世帯の１世帯あたり平均所得額は243 万２千

円、世帯人員１人当たりの平均所得金額は93 万６千円であり、全世帯の１世帯当たり平均所得金額556 万
２千円、世帯人員１人あたり平均所得金額207万１千円に比べて低い水準となっている（図表２－４－３）。
また、同調査により母子世帯１世帯当たりの平均所得（243 万２千円）の内訳を見ると、200 万２千円（82.3％）
は「稼働所得」、17 万７千円（7.3％）が年金以外の社会保障給付金となっており、その中に児童扶養手当
が含まれている（図表２－４－４）。 
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（３）母子家庭の就業の状況等 
次に、就業の状況について厚生労働省「全国母子世帯等調査」（2006 年）により見ると、2006 年で、母

子家庭の母の 84.5％が就業しており、就業している者のうち、常用雇用者が42.5％、臨時・パートが 43.6％
となっている。また、母子家庭の母で不就業の者のうち、「就職したい」とする者が78.7％となっている。 

また、母子世帯の完全失業率は6.6％となっており、一般世帯の3.9％と比べて高くなっている（総務省統
計局「労働力調査」（2008 年））。 

ハローワークが受け付けた母子家庭の母等に関する新規求職者の受付件数は、年々増加しているが、
2007 年度と 2008 年度とを比較すると、2007 年度 186,569 件に対し 2008 年度 217,237 件と 16.4％の増加と
なっている。一方、就職件数についても、年々増加しているが、2007 年度 73,716 件に対し 2008 年度 75,823
件と 2.9％の増加にとどまる。就職率（就職件数を新規求職件数で除して算出した割合）についてみると、
2007 年度 39.5％に対し 2008 年度は 34.9％と前年度に比べて大幅に落ち込んでおり、厳しい状況となって
いる（図表２－４－５）。 
 

 
 
（４）暮らし向きについての意識 

厚生労働省「平成 20 年国民生活基礎調査」により生活意識について見ると、母子世帯は「大変苦しい」
（59.8％）、「やや苦しい」（26.5％）と合わせて 86.3％が苦しいと感じており、全世帯（57.2％）と比べ
て、苦しいと感じている者の割合が高くなっている（図表２－４－６）。 
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 ２ 母子家庭の自立支援の取組み 
 
母子家庭は、収入等が世帯全般に比べて低く、暮らし向きは苦しいと感じている者が多い。母親が自ら子

育てを行いながら生活を成り立たせなければならず、そのために例えば働くことのできる時間や地域等に
制約がかかり、結果として雇用機会に恵まれない、あるいは、正社員として働くことができず非正規雇用
を選ばざるを得ない場合も生じる。また、職業能力を身につける機会にも恵まれず、そのことが就業を困
難にし、さらに、昨今の厳しい経済情勢の中で、雇用機会が少なく、母子家庭の母の就職は一層厳しいも
のとなる。 

母子家庭の母が生活に困窮することは、子どもの健全な成長の観点からも問題であり、また、社会的にも
損失である。母子家庭が自立した生活を送ることは、子どもの健全な成長の観点とともに、意欲と能力の
ある人がその力を発揮できるようにする観点から、我が国の社会の発展にとって重要である。 

母子家庭が生活の安定を図りながら、子どもの健全な成長を確保することができるよう、その自立を進め
ることが必要である。このため、子育てと仕事を両立できるような支援や収入面・雇用条件面等でより良
い就業ができるような支援が必要である。また、生活の安定を確保するために経済的な支援が重要であり、
生別世帯の割合が増加する中で、養育費を確実に確保できるような環境を整備していくことも重要である。 

こうした観点から、子育て・生活支援策、就業支援策、養育費の確保、経済的支援策の４本を柱とした総
合的な母子家庭の自立支援策を推進しており、さらに、2007 年２月に政府が策定した「成長力底上げ戦略」
及び同年 12 月に厚生労働省が取りまとめた「『福祉から雇用へ』推進５か年計画」の中で、福祉及び雇用
の両面にわたる総合的な取組みを進めることとされている。 
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なお、本節では母子家庭について取り上げているが、父子家庭に対しても、子育てや生活面において社会
的支援が求められており、本節の施策にはひとり親家庭対策として父子家庭も対象とされているものもあ
る。 

（１）就業支援 
母子家庭の抱える様々な制約の下で、子育てや生活面等にも配慮しつつ、福祉施策と雇用施策が連携を図

りながら、就業支援を実施している。 

（ハローワークによる職業相談及び職業紹介） 
ハローワークにおいて職業相談員（寡婦担当）を配置するなど、母子家庭の母等に対し、きめ細かな職業

相談及び職業紹介を実施している。
また、再就職を希望する母子家庭の母を含む子育て女性等に対する就職支援を実施するため、マザーズハ

ローワーク、マザーズサロン及びマザーズコーナーを設置し、子ども連れで来所しやすい環境を整備する
とともに、求職活動の準備が整い早期に再就職を希望される方に対し、担当者制によるきめ細かな職業相
談やそのニーズを踏まえた求人の確保、さらには地方自治体等との連携による保育所情報等の提供など、
再就職に向けた総合的かつ一貫した支援を実施している。

（母子家庭等就業・自立支援センター） 
母子家庭等就業・自立支援センターは、地方公共団体が主体となって母子福祉団体等に委託するなどして

母子家庭の母等に対する就業相談の実施、就業支援講習会の実施、就業情報の提供等一貫した就業支援サ
ービスを提供するものであり、2007（平成 19）年度には、すべての都道府県、指定都市及び中核市で実施
されている。また、2008（平成 20）年度から、指定都市及び中核市以外の一般市等においても同様の事業
が実施できることとなった。 

 
（母子自立支援員） 

都道府県、市及び福祉事務所設置市町村の職員として主として福祉事務所に母子自立支援員が置かれ、生
活一般や就業についての相談指導のほか生活費等の経済上の問題の相談や福祉等の関係機関との連携を行
っており、就業問題なども含め母子家庭等の抱えている問題を把握し、その解決に必要な助言及び情報提
供を行うなど、母子家庭の母の自立に向けた総合的支援を行っている。

（母子自立支援プログラム－福祉事務所とハローワークの連携） 
児童扶養手当受給者等を対象に、個々の受給者の希望、事情等に対応した自立支援プログラムを策定し、

これを基に母子家庭等就業・自立支援センターやハローワークと緊密に連携しつつ、就業に結びつけて行
くものである。

具体的には、福祉事務所等に母子自立支援プログラム策定員を配置し、母子自立支援員等と連携し、児童
扶養手当受給者等に対し個別に面接を実施し、本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組み等に
ついて状況把握を行い、個々のケースに応じた自立支援プログラムを策定し、きめ細やかに、確実に児童
扶養手当受給者等の自立支援を図っている。 

そして、この一環として、母子自立支援プログラムを実施する福祉事務所が支援対象者を選定し、ハロー
ワークに対して就労支援を要請すると、ハローワークに設置された就労支援ナビゲーターと福祉事務所の
担当者からなる「就労支援メニュー選定チーム」が設置され、対象者と個別に面接を行い、対象者の状況・
ニーズ・経験・能力等を的確に把握して、適切な就労支援メニューの選定を行っている。就労支援メニュ
ーとしては、ハローワークの就職支援ナビゲーターが担当者制により、履歴書の書き方や面接の受け方の
指導、個別求人開拓や企業面接への同行などのきめ細かな就職支援を行うもののほか、トライアル雇用の
活用、公共職業訓練の受講あっせんや、民間の教育訓練講座の受講勧奨など、対象者個々の状況に応じた
メニューに基づき支援を行っている。 

また、就労意欲が不十分な場合など、就職活動の準備が必要な対象者に対しては、就労支援メニューの実
施に先立ち、対象者の就職活動の具体的なスケジュールを明確化した「就労支援プラン」を策定するとと
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もに、職場体験講習・職業準備セミナー・個別カウンセリング・グループワークから構成される「職業準
備プログラム」を実施し、就職意欲の向上を図りながら、よりきめ細かな支援を行っている。 

このように、ハローワークと福祉事務所等が連携して個々の児童扶養手当受給者等の状況、ニーズ等に応
じたきめ細かな就労支援を行っている。

（雇用・就業の機会を拡大するための事業主に対する支援） 
母子家庭の母等の就職が特に困難な者等をハローワーク又は職業紹介事業者の紹介により継続して雇用

する労働者として雇い入れる事業主に対し、特定求職者雇用開発助成金が支給されるが、2009（平成 21）
年２月の雇入れから、中小企業事業主に対する支給額が 60 万円から 90 万円（短時間労働者については 40
万円から 60 万円）に増額された（大企業に対しては引き続きそれぞれ 50 万円及び 30 万円）。 

また、有期契約労働者を通常の労働者に転換させる制度を就業規則等に定めて、その制度に基づいて通常
の労働者に転換させた中小企業事業主に対し支給される中小企業雇用安定化奨励金について、対象労働者
が母子家庭の母等である場合には支給要件や支給額に拡充措置がある。 

さらに、求人者と求職者とが相互に理解を深めるための試行雇用（トライアル雇用制度（月額４万円を最
大３か月事業主に支給））を母子家庭の母に対しても実施している。 
 

（職業能力開発） 
母子家庭の母は職業能力開発の機会に恵まれず、また、そのことが就業の制約になっている場合もあるこ

とから、職業能力の開発は重要であり、その場合にも、安心して訓練を受けられるようにするには、経済
的支援が必要な場合があり、生活面にも配慮した職業訓練が実施されている。 

公共職業訓練において、母子家庭の母等を含めた職業能力開発機会に恵まれなかった人を対象に、専門学
校等の民間教育訓練機関での座学訓練と企業での実習を一体的に組み合わせた委託訓練が実施されている
（委託訓練活用型デュアルシステム）。 

また、母子家庭自立支援プログラムに基づく就労支援を受ける母子家庭の母を対象に、就職の準備段階と
しての「準備講習」に引き続き実際の職業就職に必要な技能・知識を習得するための「職業訓練」を行う
「準備講習付き職業訓練」が実施されている。なお、平成21 年度から、精神的なケア等を含めた母子家庭
の母の特性に応じた訓練コースの開発及び実施が行われている。 

訓練受講に係る経済的支援として、公共職業安定所長の指示の下に訓練をする場合には雇用保険の基本手
当の受給期間が延長される仕組みがある。公共職業訓練を受講する母子家庭の母が雇用保険の受給資格者
でない場合には、雇用対策法に基づく訓練手当が支給される。このほか、安心して訓練を受けられるよう
にするため、雇用保険を受給できない場合であっても、主たる生計者であるなど一定の要件を満たせば、
扶養家族を有する者に月額12 万円を支給などする「訓練・生活支援給付」制度によって、訓練期間中の生
活保障を実施しているところである。 

さらに、雇用保険の教育訓練給付の受給資格のない母子家庭の母が教育訓練講座を受講し、修了した場合
には、その経費の一部を支給する自立支援教育訓練給付金が支給される。

また、母子家庭の母が看護師等経済的自立に効果的な資格の取得を促進するため、養成機関で２年以上修
業する場合、修業期間の最後の３分の１（上限12 か月）の期間に高等技能訓練促進費が、修了後に入学金
の負担軽減のための入学支援修了一時金が支給されていたが、平成20 年度第2次補正予算において、支給
期間が修業期間の後半２分の１（上限 18 か月）に延長され、加えて、平成 21 年度補正予算において、支
給額を引き上げるととともに（市町村民税非課税世帯は月額10 万 3,000 円から 14 万 1,000 円、同課税世帯
は月額 5 万 1,500 円から7万 500 円）、平成 23 年度末までに修学している者について、支給期間が修業期
間全期間とされた。 
 

さらに、平成 21 年度補正予算において、母子家庭の母等が職業訓練を受ける場合の託児サービスを母子
家庭等就業・自立支援センター等において提供することができることとされた。 
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このほか、母子福祉資金貸付金（（３））において、生活資金や技能習得資金の貸付けを利用することも
できる。 

 
（２）生活支援に関する施策等 

母子家庭の母が自立するため、安心して子育てと仕事を両立できるよう、生活や子育てに対する支援や、
健康面の不安など生活の中で直面する諸問題の解決や児童の精神的安定を図るための支援が行われている。

 
（日常生活等に対する支援） 
修学や疾病などにより一時的に家事援助、保育等のサービスが必要となった際に、地方公共団体が家庭生

活支援員を派遣したり、家庭生活支援員の居宅等において児童の世話等を行ったりしている。 
また、保護者の病気や残業などにより児童の養育が困難となった場合に、市町村において、児童を児童養
護施設等で一時的に、あるいは休日や夜間に預かる事業を実施している。 

さらに、地域での生活について総合的に支援する事業として、地方公共団体により、生活支援に係る講習
会や健康管理相談、土日・夜間の電話相談、児童訪問援助員を家庭に派遣し児童の悩みを聞くことなどを
行っている。 

 
（母子生活支援施設） 

母子生活支援施設は、18 歳未満の子どものいる配偶者のいない女子等が生活面や就業面等における様々
な問題によりその子どもを十分に養育できない場合に、その女子の申込みに基づき、母子を入所させて保
護し、自立に向けた支援を行うとともに、退所した者についても相談支援等を行う施設である。生活指導
を行うほか、施設自ら職業紹介を行ったり、保育士を配置し保育サービスを提供する施設もある。 

また、母子生活支援施設等の退所者が、就職やアパート等を借りる場合に、施設長等が身元保証人となる
ことにより自立を支援する身元保証人確保対策事業を地方自治体において実施している。 

 
（居住の安定確保） 

母子家庭の住居等の状況を見ると、全世帯の持家率が約61％であるのに対し、母子世帯の持家率は約 35％
と低くなっている。住宅は生活の重要な基盤であり、母子家庭等が安心して子育てと就業又は就業のため
の訓練との両立が可能となるよう、居住の安定確保を図り、生活面での支援体制を整備することが重要で
ある。 

公営住宅については、母子家庭は特に住宅困窮度が高い世帯として、事業主体である地方公共団体の判断
により、入居者選定の抽選による当選率を一般の入居希望者より有利に取り扱うなどの優先入居の取扱い
ができることとされている。また、都市再生機構が管理する賃貸住宅においても、新規募集時の当選率を
優遇する措置を行っているほか、雇用・能力開発機構が所有する雇用促進住宅を、一定の条件の下で貸与
対象者としている。 

 
（保育等） 

2008（平成 20）年度に設置した安心こども基金により、2008 年度から 2010（平成 22）年度において、新
待機児童ゼロ作戦の前倒し実施を行い、保育所の整備等により15 万人分の受入体制の整備を図ることとし
たところであり、また、平成 21 年度補正予算において、同基金を拡充し、保育サービス等の充実を図るこ
ととした。 
保育所の入所については、保護者が希望する保育所を選択して市町村に申し込み、定員を上回る場合には、
市町村が定める優先基準に基づき選考することとされているが、母子家庭等の児童については、保育所入
所の必要性が高いものとして優先的に取り扱うよう特別の配慮が市町村に求められている。 

また、保護者が就業や求職活動、職業訓練等を行うことができるよう、保護者が昼間家庭にいない児童に
対し、授業の終了後に児童館や学校の余裕教室などを利用して適切な遊びや生活の場を保障する放課後児
童健全育成事業（放課後児童クラブ）についても、母子家庭等が優先的に利用できるよう配慮が求められ
ている。 
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（３）自立を促進するための経済的支援等 
母子家庭の母が自立を図りながら、児童の健全な成長を確保するためには、就業に困難があったり収入が

低かったりする場合についての経済的支援が重要である。このため、生活の安定と自立の促進を図るため
の児童扶養手当の支給、経済的自立と生活意欲の助長を図るための母子福祉資金貸付、養育費の確保のた
めの施策が講じられている。 

（児童扶養手当） 
児童扶養手当は、離婚による母子世帯等、父と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活を安

定させるとともに自立を促すことなどを目的として、その母又は養育者に対して支給されるものである。 
児童扶養手当の額は、受給者の所得と扶養親族等の数を勘案して決定され、また、就労等により収入が増

えるにつれて児童扶養手当を加えた総収入が増えるように定められている。全額支給の場合月額41,720 円、
一部支給の場合月額 41,710 円から 9,850 円での 10 円きざみの額となっている。なお、児童２人目について
は月額 5,000 円、児童３人目以降については１人について月額3,000 円ずつ加算される。 

 
（母子福祉資金貸付金） 

母子福祉資金貸付金は、母子家庭の母等が、就業や児童の修学等のための資金が必要となったときに、都
道府県、指定都市又は中核市から貸付けを受けられる制度であり、貸付け目的に応じて、修学資金、事業
開始資金、生活資金など12 種類の貸付資金がある。 

従来、貸付に際しては連帯保証人が必要であり、貸付利率は貸付資金の種類により利子が３％又は無利子
となっていたが、平成 21 年度補正予算において、連帯保証人がいる場合の貸付けの貸付利率を無利子とす
るとともに、連帯保証人がいない場合について有利子（貸付利率1.5％）による貸付けが可能とされた。ま
た、技能習得資金、修業資金等の知識技能の習得に係る貸付けについて、貸付期間を最大３年間から最大
５年間に延長することとされた。 

 
（養育費の確保策） 

離婚母子家庭のうち、養育費の取決めをしている世帯は38.8％となっている。取り決めをしていない世帯
について理由を聞くと、「相手に支払う意思や能力がないと思った」が47.0％でもっとも多く、次いで「相
手と関わりたくない」が23.7％、「取り決めの交渉をしたがまとまらなかった」9.5％となっている。また、
養育費の受給状況については、現在も受給している者が19.0％、受けたことがある者が16.0％、受けたこと
がない者が 59.1％となっている（厚生労働省「全国母子世帯調査」（2006（平成 18）年））。 

このように、養育費の確保は必ずしも十分といえない状況にあるが、母子家庭が経済的に自立し、その児
童が健やかに成長するためには、母子家庭の母が養育費をその父親等から確保できるようにすることが重
要である。 

このため、2002（平成 14）年の母子及び寡婦福祉法の改正により、児童を看護しない親は養育費を支払
うよう努めること、国及び地方公共団体は養育費確保のための環境整備に努めることが規定された。また、
民事執行法の改正においても、期限の到来した養育費等が不履行になっている場合において、相手方の給
料等を差し押さえるときには、将来の分についてもまとめて強制執行の手続きを取ることが可能とされる
などの改正が行われており、養育費の確保に向けた環境整備が図られている。 

これらを受け、子の養育に関する法的義務について周知し、養育費の取り決め書の作成を促すための「養
育費に関するリーフレット」等を作成し、市町村に配布している。また、母子家庭就業・自立支援センタ
ーにおいて、養育費の問題に関し弁護士等による特別相談を実施するとともに、養育費に関する専門知識
を有する相談員を配置している。さらに、「養育費相談支援センター」において、養育費に関する情報提
供を行うとともに、母子家庭等就業・自立支援センター等に対する相談支援や研修等を実施している。 
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母子家庭の母は、自ら子育てを行いながら、生活を成り立たせて行かなくてはならない。就業に際しても

制約があり多くの困難が伴う。母子家庭の母が自立できるようにするためには、子育てをサポートし生活
面を支えつつ、就業についての支援を行うことが必要であり、また、経済的な支援や養育費を確実に得る
ことができるようにすることなどが重要である。 

母子家庭の母の自立は、子どもの健やかな成長のため、子どもの幸せのため、という観点とともに母親が
持てる能力を発揮しつつ社会を支える一員となる観点からも、重要である。 
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子育て女性等の再就職支援を実施するための
ハローワークとして、マザーズハローワークを
2006（平成 18）年度より全国 12 か所に設置
し、以下のようなサービスを提供している。 

 
１．予約制・担当者制によるきめ細かな職

業相談、職業紹介 
個々の求職者の希望や状況に応じた再就職実

現のための計画の策定、予約制・担当者制等によ
る職業相談・職業紹介等、総合的かつ一貫した支
援を実施する。 
２．仕事と子育てが両立しやすい求人の確

保 
仕事と子育てが両立しやすい求人情報の収

集・提供や、求職者の希望・ニーズに適合する求
人の開拓を行う。 
３．子育て女性等を応援する関係機関との連

携による保育関連情報の収集・提供等 
地方公共団体等の子育て女性等を応援する関

係機関から、保育所・地域の子育て支援サービス
に関する情報の提供、保育所入所の取次ぎ等を行
う。 
４．子ども連れの方が来所・相談しやすい

環境・施設及びサービスの充実 
キッズコーナー、ベビーチェアの設置等、子ど

も連れで来所しやすい施設にするとともに、子ど
も連れで職業相談等が行える十分な相談スペー
スの確保等、利用者の立場に立ったレイアウト
で、気軽に来所できる環境を整備する。また、託
児付きセミナーの開催や、地域の子育て支援施設
等における出張セミナー、出張相談等を実施して
いる。 

 
なお、マザーズハローワーク未設置県の主要な

ハローワークにマザーズサロン(36 県各１か所
ずつ)を設置するとともに、事業未実施地域の中
核的な都市のハローワークにマザーズコーナー
(全国 100 か所)を設置し、同様のサービスを展

開している。 
マザーズハローワークにおいて、母子家庭の母

に対してきめ細かな支援を行い、就職に至った２
事例を紹介する。 

 
＜突然母子家庭の母となったA さんの場合＞ 
一方的に離婚を迫られ母子家庭となった A さ

んは、職を求めて引っ越ししてきたばかりで近く
に身よりもなく地理も不案内の状況でマザーズ
ハローワークに来所した。マザーズハローワーク
では、担当者制によるきめ細かな職業相談を５回
実施した。その後 A さんは 17 人もの応募者の
ある求人に応募したが、「母子家庭だからこそし
っかり仕事をして長く勤めたいということをア
ピールしよう」というアドバイスを受けた A さ
んの仕事への強い意志が事業主に通じ、正社員と
して採用された。 

 
＜出産後間もないB さんの場合＞ 

0 歳 4 か月の子どものいる B さんは、前職を
出産のために退職し、その後母子家庭となった。
産後 8 週間経過後ハローワークに来所し、早期
の就職を希望していた。マザーズハローワークで
は自宅周辺の保育所情報等を提供したが、保育園
の空きがなかったため、保育ママのサービスを紹
介し、子どもの預け先の目途が立ったところで、
本人の経験を生かせる建設業界の求人情報を数
社選定して提供した。その結果、B さんは、契約
社員としてではあるが、契約の更新が常態化して
おり、総合職として正社員に転換した社員のいる
実績もあり、女性活用に意欲のある大手建設会社
の求人に応募し、見事採用された。 

なお、B さんが採用された後も、マザーズハロ
ーワークでは、保育負担の軽減のため、本人の居
住する自治体独自の一時保育サービスや一人親
家庭ホームヘルプサービスの紹介などの助言を
行っている。 
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厚生労働省では2006（平成18）年度から、
母子家庭の母の就業支援を図る優良企業等の表
彰制度を創設し、母子家庭の母を相当数雇用して
いる企業、母子福祉団体等に事業を発注している
企業など母子家庭の母の就業支援に積極的に取
り組んでいる企業等を年１回表彰している。 

2008（平成 20）年度は 10 団体が表彰を受
けたが、そのうちの一つに、徳島県鳴門市の医療
法人久仁会鳴門山上病院がある。 

鳴門山上病院は高齢者のリハビリテーション
と療養に力を入れている医療機関で、各職種あわ
せて301 名の職員が勤務しているが、そのうち
20 名が母子家庭の母であり、ほとんどが常勤職
員として採用されている。非常勤職員について
も、看護師・介護福祉士等の資格取得のためのサ
ポートを行うことで、常勤職員としての採用の道
を示している。 

病院設立年である1977（昭和52）年から院
内保育所を設置しており、子育てをしながらの勤

務を支援する環境を整えているが、加えて、養育
している子どもが 1 歳になるまでは夜勤を免除
される、子育て中であって希望する者は、期間を
定めて終業時間を通常より早めるといった短縮
勤務を選択することができる等、勤務体制の面で
もサポートがある。さらに院内に安全衛生委員会
を設け、勤務時間の変更等について子育て中の母
が各部署の委員に随時相談できる環境をつくり、
子どもの年齢や就学状況について一律の基準を
設けるのではなく、各々の状況に応じた変則的勤
務を可能としている。なお、そうした勤務を行っ
ている期間についても常勤職員としての立場は
変わらず、勤続年数として算定されるなど、キャ
リアを積むに当たって不利にならないような配
慮がなされている。 

子育てにやさしい職場環境づくりに積極的に
取り組む企業として、鳴門山上病院は 2008 年
１月に「徳島県はぐくみ支援企業」の認証を取得、
2009 年３月には県知事表彰を受けた。 
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養育費相談支援センターは、母子家庭等の生活
の安定や子どもの健やかな成長のために養育費
の取得率の向上等を図ることを目的に、2007
（平成19）年度に設置された。センターでは、
養育費に関する情報提供、母子家庭等に対する電
話・電子メールによる相談のほか、地方公共団体
が実施している母子家庭等就業・自立支援センタ

ーで受け付けた困難事例への支援や、全国の自治
体等において養育費相談に当たる人材の養成の
ための研修の実施等を行っている。 

養育費相談支援センターの運営は、社団法人家
庭問題情報センター（ＦＰＩＣ）に委託されてい
る。 

○養育費相談支援センター○ 

〒170-6005 東京都豊島区東池袋 3-1-1 サンシャイン 60 5 階 

電話相談   03-3980-4108（月曜日から土曜日 10：00～20：00） 

メール相談  info@youikuhi.or.jp 

ホームページ  http://www1.odn.ne.jp/fpic/youikuhi/index.html 

＜養育費相談支援センターでの相談事例＞ 
元夫と話し合って公正証書を作成した事例   
ある母子家庭の母からの電話相談。「３年前に

協議離婚をしましたがお金のことで争いたくな
かったので養育費の取決めはしませんでした。だ
けど、最近、パートの仕事も減り、子どもが14
歳と９歳になり教育費や食費が増えたことなど
から、元夫から養育費をもらいたいと思うように
なりました。元夫は仕事だけはまじめで、定収入
もあるのです。今からでも養育費が請求できるの
でしょうか。」 

相談員は、次のように説明して何とか養育費の
取決めができるまで頑張ってほしいと励ました。
「養育費はお子さんが成人して自立するまでい
つでも請求できますが、相手の立場に立つと、突
然、家庭裁判所からの通知があると、怒ったり戸
惑ったりして簡単には応じてくれないかも知れ
ません。まず、手紙などであなたの苦しい状況を
よく説明し、養育費は別れて暮らす父と子をつな
ぐ大切な絆であることを伝えてみてはどうでし
ょうか。相手が話合いに応じてくれるときは公正
証書を作成しておくことが大切です」 

およそ２か月後、相談者から電話があった。「元
夫と話合いを重ねました。やはりすぐには応じて
くれませんでしたが、相談員の方から聞いたこと
を粘り強く説明したところ、期待していたほどで
はありませんが、それでも一定の金額を支払って
くれることを約束してくれました。そして、二人

で公証役場に行って公正証書を作りました。子ど
もたちも元夫に絵葉書を書いて出しました。自力
でここまでできるとは思わなかったのでとても
うれしく、少し自信が持てるようになりました」 

  

＜養育費不履行の元夫に対して相談者が自力
で強制執行の手続をとった事例＞ 
 母子家庭の母からのメールによる相談。「調停

で養育費を決めましたが、最初の１年くらい支払
われただけです。その後４年になりますが、全く
何の連絡もないままです。催促したくても相手の
住所がわかりません」というもの。まず、義務者
の住所の確認の方法について説明した。「戸籍の
附票を取り寄せて相手の住所が分かりましたが」
という２回目のメール。履行確保の方法としての
履行勧告、強制執行手続などについて説明。３回
目のメールは「家裁に履行勧告をしてもらいまし
たが、結局支払ってもらえませんでした。強制執
行の詳しい手続を教えてほしい」というもの。そ
こで、具体的手続を説明したところ、半年くらい
経て４回目のメールが来て、何とか強制執行の申
立てを行うことができたとのこと。「揃える書類
が多く、家裁や地裁を何度も行き来しました。子
どもの用事で動けない日もあったりして時間が
かかり、途中で投げ出したくなったこともありま
したが、係の人が親切に教えてくれて助かりまし
た。諦めないことは大事ですね」 
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横浜市では、市内18 区役所の福祉保健センタ
ーと2006（平成18）年度に開設した「横浜市
母子家庭等就業・自立支援センター（以下、自立
支援センターという。）」が連携して、シングル
マザーへの就労支援を行っている。 

支援の流れは、区役所の福祉保健センターに児
童扶養手当等の手続きや相談に来た人などに対
し、まず、区役所のケースワーカーが話を聞き、
相談の中から出された就労ニーズを受け止め、就
労意欲のある人を自立支援センターへ紹介する。 

現在、自立支援センターには５人の母子就労支
援員が配置されており、支援員は就労相談の中
で、相談者の意向や、資格、経験等を踏まえ、区
役所のケースワーカーと情報を共有しながら、
「就労支援計画」を策定し、支援を開始する。 

支援にあたっては、対象者がハローワークに行
く際、状況に応じて同行するほか、電話相談や面
談、履歴書の添削も含め、マンツーマンできめ細
かい支援に努めている。 

支援員は支援の状況について、適宜区役所へ報
告し、お互い常に対象者の状況を確認しているほ

か、ハローワーク（マザーズハローワーク）とも
情報交換を行っている。 

就職先の確保については2007（平成19）年
度に自立支援センターが職業紹介の許可を取得
していることから、求人開拓にも力を入れてい
る。その際、採用する側の企業等に対し、シング
ルマザーを採用した企業への助成金制度等を紹
介するとともに、ひとり親家庭等の生活状況など
への理解を深めることができるよう努めている。 

また、2009（平成 21）年度には、就労相談
を受けている方を対象に、面接用スーツを無料で
貸し出しをする新しい取組みも始めた。 

支援が必要な対象者は、就業について何から始
めれば良いか分からない人から、資格取得や正社
員への転職などのステップアップを目指す人な
ど多様化してきている。 

今後の課題として、個々の状況やスキルに応じ
た就職支援セミナーの充実、就職先のさらなる確
保と就職職種の多様化を挙げており、少しでも就
労へと結びつけることができるように、工夫しな
がら事業を進めていくことを考えている。 
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コラム  

特定非営利活動法人Ｗｉｎｋ（以下「Ｗｉｎｋ」
という。）は、1997（平成９）年 12 月よりシ
ングルマザーのための情報サイト「母子家庭共和
国」を主宰し、任意団体として活動していたが、
シングルマザーを取り巻く環境が厳しいことを
訴えるため特定非営利活動法人化し、現在は各種
相談事業や情報提供、就労支援事業を行ってい
る。 

Ｗｉｎｋでは、シングルマザーが直面する様々
な問題に対して、会員企業やサポート会員の協力
を得て、きめ細かに対応しており、①インターネ
ットによる情報発信、②離婚・養育費・面接交渉
に関する調査や書籍の出版、③相談事業、④住宅
支援、⑤就労支援を行っている。このうち、③相
談事業、④住宅支援、⑤就労支援についての取組
みを見てみよう。 

相談事業としては、シングルマザーが抱える悩
みに対し、面談やメール、電話によるカウンセリ
ングを行い、必要に応じて弁護士やカウンセラー
などの専門家に相談を引き継いでいる。現在特に
力を入れているのは養育費の問題で、養育費を確
保できるようＷｉｎｋでは2002（平成14）年
から10 年計画を立てて推進するとともに、４月
19 日を「よういくひの日」として、シンポジウ
ムを開催している。 

住宅支援としては、2008（平成20）年3 月、
シングルマザーのための共同住宅「マミー＋ハウ
ス」をオープンした。「マミー＋ハウス」は、入
居期間が限定されている母子寮とは異なり、入居
期間の制限がなく、ある程度就業や自立のめどが
立つまで暮らせる施設となっている。 

「マミー＋ハウス」は、当初は、会員企業が運
営し、Ｗｉｎｋはアドバイザーとして関わってい

たが、企業による事業継続ができなくなってしま
ったところ、シングルマザーの住宅確保という深
刻な問題に対するモデル事業として残していき
たいとの思いから、入居世帯数や立地を見直し、
Ｗｉｎｋによって事業を継続しているものであ
る。 

就業支援としては、会員企業で、人材紹介事業
を営むエイトパートナーズによる就労支援活動
を行っている。就労支援を受けたい利用者はま
ず、就労支援サイト「はぴシェア」で利用者登録
をすると、面接が受けられるという流れになって
いる。サイトの登録者は、2008 年12 月時点で
200 人を超えている。 

利用者の希望職種はたいてい一般事務である
が、求人は一般事務の職種はほとんどなく、営業
関係の職種が多い。「営業関係の求人が多いこと
は利用者にとって良い面もある」とＷｉｎｋでは
考えている。中でも、保険外交員は、仕事をしな
がらファイナンシャルプランナーの資格を目指
すことでキャリアアップでき、収入も安定すると
いう。求職活動に当たっては、「とりあえず事務
職に就きたいといった考えではなく、今後どうい
うスキルを身に付けてどうなっていきたいかを
考え、長期的な視点で仕事を探すことが大事」で
ある、と利用者に伝えているという。 
そして、「こうした活動を細々とではあるが継

続することが大事で、支援を受けた当時のシング
ルマザーの方たちが今度は支援する側として法
人の活動に協力してくれるのは大変ありがたい」
と、Ｗｉｎｋでは、今後は母子家庭問題に対する
取組みが更に全国的に波及していくことを望ん
でいる。 


